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日本の世帯構造の地域差については、これまで多くの先行研究が行われ、親子同居や三世

代同居を中心とする家族の地域性研究が蓄積されてきた。これらの研究では、世帯構造から

みた日本は、家族同居に対する規範の違いを背景として、夫婦家族制を中心とする西南日本

と、直系家族制を中心とする東北日本に大別され、今日でもその傾向は確認される。これら

の研究の多くは国勢調査等を用いて都道府県単位で分析を行い、家族形態の広域的な地域

差を明らかにしている。その一方で、都道府県単位の分析は、内部に存在する市区町村間の

多様性を捨象してしまうという限界も併せ持っている。近年、市区町村別の統計を用いた比

較研究では、親子同居率などについて市区町村間で大きな差異が存在することが示されて

おり、都道府県レベルで観察される家族・世帯構造の地域性は、市区町村レベルで異なる世

帯構造が集約された結果として表出している可能性が高いことが指摘されている（丸山 

2021）。こうした点を踏まえると、地域の世帯構造について、都道府県単位の比較にとどま

らず、その内部における市区町村別の世帯構造を確認することが重要である。とくに、家族

政策や高齢者福祉などの実施主体が市区町村であることから、学術的にも行政的にも、市区

町村レベルでの分析ニーズは高まっている。 

こうした問題意識のもと、本稿では、日本の世帯構造の地域差について市区町村別に検討

する。とりわけ、家族類型の分布に特徴のある東京都、山形県、鹿児島県を取り上げ、市区

町村別に家族類型の分布を確認する。東京都は都道府県単位では単独世帯（とくに若年の単

独世帯）の割合が非常に高い地域として位置づけられるが、市区町村別にみると、区部や島

嶼部で単独世帯が集中する一方、多摩地域では相対的に「親と子」世帯の割合が高い自治体

も存在する。東京都全体の世帯構造は、こうした自治体間の差異が集約された結果であると

理解できる。山形県は、都道府県単位では三世代世帯を中心とする「その他」の割合が高い

地域として知られるが、市区町村別には、市部で平均世帯人員が低く、町村部で高いという

明確な差が存在する。農村部における三世代同居の持続と、都市部における家族形態の変化

とが併存することによって、県全体としての特徴が形成されている。鹿児島県は、都道府県

レベルでは、高齢の単独世帯や夫婦のみ世帯の割合が高いという特徴がみられるが、その背

景には、島嶼部や過疎地域を中心とする市区町村間の大きな差異がある。特に高齢者世帯の

構成は、市区町村によって大きく異なることが分かる。 

都道府県単位で把握される世帯構造の地域性は、市区町村レベルにおける多様な世帯構

造の集積として理解することができる。市区町村別に分析することによって、従来の広域的

地域類型がいかに形成されているのかを内側から説明することができる。 
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